
国見町事務執行適正化第三者委員会報告
に対する

対応策等の説明会

国見町





　

防
災
ゼ
リ
ー
事
業
や
高
規
格
救
急
自
動

車
研
究
開
発
事
業（
以
下「
本
事
業
」と
い

う
）で
最
も
問
題
と
な
る
の
は
、事
業
計
画

の
不
備
で
す
。い
ず
れ
も
高
額
な
費
用
を
要

し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、事
業
目
的
や

達
成
方
法
、そ
の
効
果
な
ど
に
つ
い
て
の
事

前
の
十
分
な
検
討
が
な
さ
れ
て
い
ま
せ
ん

で
し
た
。

事
業
計
画
の
不
備

　

高
規
格
救
急
自
動
車
の
開
発
目
的
は
、

救
急
自
動
車
市
場
が
少
数
の
企
業
に
支
配

し
て
い
る
状
態
を
打
破
す
る
こ
と
で
し
た
。

し
か
し
、複
数
の
企
業
が
参
入
を
検
討
す
る

た
め
の
十
分
な
時
間
が
な
く
、結
果
的
に
ワ

ン
テ
ー
ブ
ル
だ
け
が
応
募
す
る
形
に
な
り

ま
し
た
。こ
れ
が
官
製
談
合
の
疑
い
を
生
ん

だ
原
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

高
額
な
予
算
支
出
を
伴
う
長
期
的
な
事

業
は
、本
来
、チ
ー
ム
と
し
て
の
対
応
が
必

要
で
し
た
が
、実
質
的
に
１
人
の
職
員
が
担

当
し
て
お
り
、こ
の
体
制
は
企
業
側
の
意
向

に
引
き
ず
ら
れ
る
危
険
性
を
孕
ん
で
い
ま

し
た
。

　

ま
た
、ワ
ン
テ
ー
ブ
ル
と
の
や
り
取
り
も

Ｓ
Ｎ
Ｓ
を
通
じ
た
非
公
式
な
手
段
を
用
い

る
な
ど
ず
さ
ん
で
し
た
。公
務
に
お
け
る
ス

マ
ー
ト
フ
ォ
ン
や
Ｓ
Ｎ
Ｓ
の
使
用
の
規
定
が

整
備
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
こ
と
も
、問
題
の

一
因
で
す
。

　

国
見
町
は
新
聞
報
道
後
に
住
民
説
明
会

を
実
施
し
ま
し
た
が
、本
事
業
の
よ
う
な
大

規
模
な
事
業
の
場
合
、事
業
開
始
前
に
行

　

本
事
業
の
よ
う
な
大
規
模
な
事
業
に
も

か
か
わ
ら
ず
、内
部
会
議
な
ど
で
全
体
で
の

共
有
や
協
議
が
な
さ
れ
ず
、内
部
で
の
実
質

的
な
議
論
が
欠
如
し
て
い
ま
し
た
。ま
た
、

議
会
は
詳
細
な
検
討
を
行
わ
な
い
ま
ま
予

算
を
可
決
し
て
い
ま
す
。さ
ら
に
、監
査
委

員
の
監
視
も
不
十
分
で
し
た
。

　

仕
様
書
作
成
の
担
当
者
は
高
規
格
救
急

自
動
車
の
知
識
が
な
く
、外
部
の
情
報
や
他

の
救
急
自
動
車
の
仕
様
書
を
参
考
に
作
成

を
し
て
い
ま
し
た
。結
果
的
に
ワ
ン
テ
ー
ブ

ル
が
特
定
の
救
急
自
動
車
を
提
案
し
、仕

様
書
も
そ
れ
に
沿
っ
た
内
容
に
な
っ
た
こ
と

か
ら
、手
続
き
の
公
正
性
・
透
明
性
を
欠
く

も
の
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

本
事
業
の
財
源
は
、寄
附
金
や
交
付
金

を
活
用
し
て
い
ま
す
。自
主
財
源
を
用
い
て

い
な
い
こ
と
か
ら
、厳
し
く
吟
味
が
さ
れ
て

い
ま
せ
ん
で
し
た
。特
に
企
業
版
ふ
る
さ
と

プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
の
期
間
と
期
限

財
源
利
用
に
関
す
る
問
題

運
営
体
制
の
問
題

住
民
へ
の
説
明
と
事
業
評
価
の
不
備

監
視
体
制
の
不
十
分
さ

仕
様
書
の
問
題

第
三
者
委
員
会
が
指
摘
す
る 

高
規
格
救
急
車
事
業
の
問
題
点
と
は
？

納
税
は
寄
附
者
が
寄
附
の
用
途
を
指
定
で

き
る
た
め
、そ
の
要
求
に
沿
っ
た
事
業
を
進

め
ざ
る
を
得
な
い
側
面
が
あ
り
ま
し
た
。ま

た
、単
年
度
に
支
出
せ
ず
、リ
ー
ス
事
業
の

進
捗
に
応
じ
て
次
年
度
に
繰
り
越
す
な
ど

の
対
応
も
考
え
る
べ
き
で
し
た
。

▲記者会見を行う鈴木委員長
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わ
れ
る
べ
き
も
の
で
し
た
。住
民
に
十
分
な

説
明
を
行
い
、理
解
を
得
る
こ
と
が
欠
け
て

い
た
結
果
、後
に
報
道
を
見
た
住
民
の
不
安

や
疑
問
が
広
が
っ
た
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、本
事
業
の
効
果
・
問
題
点
に
つ
い

て
十
分
な
事
業
評
価
が
行
わ
れ
て
い
ま
せ

ん
で
し
た
。



第三者委員会による事実関係のまとめ（抜粋）
       

ワンテーブルと国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（以下「JAXA」という。）との連携による
BOSAI SPACE FOOD PROJECT（防災分野における新たな事業創出を目指すプロジェクト。以下「BSFP」
という。）が始動し募集を開始。

平成 30年 8月

平成 31 年 3月
国見町が BSFP に事業提案し、パートナーとして採択される。

令和元年  8 月
BSFP の一環で、国見町、ワンテーブル、JAXA の共同による「キッズ防災教室」を国見小学校で開催。
令和 2年  2 月
「BSFP 報告会・戦略検討会議」を開催。国見町、ワンテーブル、JAXA、経済産業省東北経済産業局、国立
健康・栄養研究所などが参加。

令和 2年  8 月
読売新聞社と防災ゼリー(りんご味)の製造・プロモーション支援の委託契約を結ぶ。委託料 1903 万円。
国見町が「スーパー防災都市創造プロジェクト」に参加することを表明。

令和 2年  7 月
ワンテーブルから945万円の企業版ふるさと納税の申し出があり、寄附採納式を行う。

令和 2年  9 月
国見町議会が防災ゼリー（もも味）の事業費 1500 万円の補正予算を可決。

令和 2年 11 月
引地真町長が就任

令和 2年 12 月
9 月議会で可決された防災ゼリー（もも味）の製造委託契約をワンテーブルと結ぶ。委託料 1500 万円。

令和 3年  2 月
経済産業省の補助を受けてワンテーブルが実施した「スーパー防災都市創造プロジェクト」に北海道厚
真町、北海道余市町、宮城県亘理町、岡山県西粟倉村とともに参加。

令和 3年  4 月
内閣府は、「国見町官民コンソーシアムによる地域再生計画」及び「国見町まち・ひと・しごと創生総合
戦略計画」を認定。

令和 3年 11 月～
国見町職員がワンテーブルとの間で情報交換を行うため、facebook メッセンジャーグループを作成。以
後、メッセンジャーグループ上でワンテーブルとのやりとりが行われる。令和 4年 1 月には、ワンテー
ブルに助言を受けようと公募前の「プロポーザル実施要領（案）」を送信。

復興庁から事業委託を受けた株式会社日本総合研究所（東京都品川区）の担当者の紹介で国見町職員が
ワンテーブルの事業報告会に参加。

平成 29年 12 月

令和 3年  3 月
国見町議会は、国見町官民共創コンソーシアム事業の委託料 4000 万円を含む令和 3年度当初予算を可決。

国見町は BSFP のプロジェクトパートナーに応募し、防災教育の推進と地域の一次産業の活性化を両立
する備蓄品開発を提案。

平成 30年 11 月

国見町官民共創コンソーシアム事業のプロポーザルの公募を開始。ワンテーブル 1社から応募があり、
提案を採択し、委託契約を結ぶ。委託料 2000 万円。

令和 4年  1 月
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令和 4年  2 月
ワンテーブルと “未来志向によるまちづくり ”などを目的とした包括連携協定を結ぶ。
企業 Aから「災害・救急車両の研究開発・製造」のため、企業版ふるさと納税 3億 5700 万円が納付。
令和 4年  3 月
国見町議会は、「国見町まち・ひと・しごと創生推進基金条例」を可決。
国見町官民連携コンソーシアム委員会を開催し、国見町と 13 企業が参加。

令和 4年  4 月
ワンテーブルに「国見町官民共創コンソーシアム業務」を委託した。委託料 4000 万円。また、「地力創
造アドバイザリー業務」を委託した。委託料 560 万円

令和 4年  7 月
ワンテーブルがベルリングの救急自動車（C-CABIN）を町役場駐車場に持参し、見学を行った。企業 Bか
ら「災害・救急自動車両の研究開発・製造」のため、企業版ふるさと納税 1500 万円が納付

令和 4年  8 月
企業 Cから「災害・救急自動車両の研究開発・製造」のため、企業版ふるさと納税 6000 万円が納付。

令和 4年  9 月
国見町議会は、高規格救急自動車研究開発事業費 4億 3210 万円を含む補正予算を可決。

令和 4年 11 月～ 12 月
「高規格救急自動車研究開発等業務」についてプロポーザルの公募を開始。ワンテーブル 1社から応募が
あり、提案を採択し、委託契約を結んだ。委託料 4億 3208 万円。

令和 5年  2 月～
河北新報が高規格救急自動車事業などの記事を連日、掲載。また、ワンテーブル元社長の不適切発言の音
声データをインターネットで公開した。

令和 5年  3 月
国見町はワンテーブル元社長を呼び、新聞報道の真偽を確認。これを認めたため、ワンテーブルとの「
包括連携協定」、「国見町官民共創コンソーシアム業務委託」、「国見町地域力創造アドバイザリー業務委
託」について、合意解約し、契約金を支払わないこととした。
国見町は、国見町議会の全員協議会で、ワンテーブルとの協定、業務委託を合意解約すること、また、
完成に近い高規格救急自動車は町が取得し、必要とする消防本部、病院等へ譲与することを説明、町議
会の了承を得る。

令和 5年  4 月
国見町議会は、高規格救急自動車 12 台を国見町が取得するという議案を可決。令和 6年 4月 19 日まで
に、12 台全て救急自動車を必要とする消防本部や病院等へ引き渡された。

寄附企業

寄附企業

寄附企業

 寄附額の最大 9割が軽減 企業版ふるさと納税
( 計 4億 3200 万円）

救急車 12 台
リース契約

・実証データ
・リース料

リース企業

他自治体
消防組合

令和 5年度以降の計画

製造発注

国見町

ワンテーブル

託
委
業
事

ベルリング 伊達地方
消防組合

ヒアリング調査
（救急車の課題等）

高規格救急自動車研究開発事業等 スキーム図
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高規格救急研究開発事業の再発防止策について 

（町が設置）国見町事務執行適正化第三者委員会（以下、「第三者委員会」） 

（議会が設置）高規格救急自動車研究開発事業事務調査特別委員会（以下、「百条委員会」） 

 

 

 

提言 第三者委員会 百条委員会 

１ 

企業版ふるさと納税などの寄付金や補

助金を使う場合には、事業評価や事業

計画書を作ること。 

事業計画は企画立案時に関係部署間で

共有すること。 

２ 町民への十分な説明を行うこと。 ― 

３ 
公募型プロポーザルについては、適正

な期間、期限を設定すること。 

事業の応募期間や期間は事業内容よっ

て適切な期間確保に努めること。 

４ 
寄付金や交付金などを財源とする場合

は、適切に活用すること。 
― 

５ 
チームによる継続的な対応体制を整備

すること。 
― 

６ 

最先端事業などについては、アドバイ

ザーを適切に活用すること。 

高度な知見や経験を必要とする事業に

ついては、完了までそれらを有する者、

団体との連携協力を検討すること。 

７ 

アドバイザーやその資本関係にある事

業者などは、提言した事業に参入が出来

ないようにすること。 

８ 

情報管理体制を整備すること。 

情報セキュリティー対策要綱など、各規

程の順守を徹底すること。 

９ 
決算が認定されるまで、情報を保管する

よう、関係例規の改正をすること。 

10 
各種データやメールを保管するサーバ 

ーの容量を適正にすること。 

11 
担当課・関連する課による適正な監視

体制を整備すること。 
― 

12 ― 
委託業務の業者選定は、その業務内容に

即した選定方式を採用すること。 

13 

― 

 

 

 

すべての職員は、法令や条例規則などの

遵守のための研修を計画的に実施する

こと。 

町へ提言 
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提言を受けての国見町の対応（案） 

 

 提言１  

（第三者委員会の提言） 

企業版ふるさと納税などの寄付金や補助金を使う場合には、事業評価や事業計画を作ること。 

（百条委員会の提言） 

事業計画は企画立案時に関係部署間で共有すること。 

対策１  

立案時に事業計画を策定し、事業計画と評価の議論を行います。 
 

・事業計画の提案→政策調整会議→庁議→プロジェクト別委員会での協議を徹底し、政策決

定までのプロセスを明確にします。 

・総合計画審議会においてその施策の効果検証を行い、事業の評価と実効性を担保します。 

 

 

 提言２  

（第三者委員会の提言） 

町民への十分な説明を行うこと。 

対策２ 

重要な事業は、議会への説明、有識者による意見の聴取、広報や

住民説明会の開催など、町民の意見を反映できる体制を構築します。 
 

 

 提言３  

（第三者委員会の提言） 

公募型プロポーザルについては、適正な期間、期限を設定すること。 

（百条委員会の提言） 

事業の応募期間や期間は事業内容よって適切な期間確保に努めること。 

 

対策３ 

法律や条例がある場合を除き、十分な期間を担保します。 
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・一般競争入札、指名競争入札、随意契約の厳格な運用を進めるとともに、金額等に応じた

入札応答期間、契約期間を確保できるようマニュアルを策定し、遵守を徹底します。 

・関係例規を見直し、公募型プロポーザルの手続きについて明確にします。 

 

 

 提言４  

（第三者委員会の提言） 

寄付金や交付金などを財源とする場合は、適切に活用すること。 

対策４ 

寄付金などの財源でも厳しく吟味し、必要に応じて単年度にこ

だわらず、複数年度にわたって事業を実施することも考慮します。 

 
 

 提言５  

（第三者委員会の提言） 

チームによる継続的な対応体制を整備すること。 

対策５ 

政策別（プロジェクト別）委員会を機能化します。また、継続的

な対応ができるよう、人事異動も配慮します。 
 

 

 

 提言６  

（第三者委員会の提言） 

最先端事業などについては、アドバイザーを適切に活用すること。 

（百条委員会の提言） 

高度な知見や経験を必要とする事業については、事業の完了までそれらを有する者や団体と

の連携協力を検討すること。 

対策６ 

高度な知見や経験を有する事業の際は、アドバイザーを活用し

たり、必要に応じて専門の事業者や団体への委託を検討します。 
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 提言７  

（第三者委員会の提言） 

最先端事業などについては、アドバイザーを適切に活用すること。 

（百条委員会の提言） 

アドバイザーやその資本関係にある事業者などは、事業に参入が出来ないようにすること。 

対策７ 

事業から除外をすることも検討します。 
 

・アドバイザーの立場で委託した専門業者や団体等については関連する事業の入札参加が

できないよう契約約款に明記するとともに、唯一無二の技術など、町にとって明らかに有

益な場合については、有識者や町民に意見を聴くなど、公正公平性に最大限配慮します。 

 

 

 提言８  

（第三者委員会の提言） 

情報管理体制を整備すること。 

（百条委員会の提言） 

情報セキュリティー対策要綱など、各規程の順守を徹底すること。 

対策８ 

ＳＮＳの利用や、私用端末の公務使用などの利用について、取扱

いを明確にします。 
 

 

 提言９  

（百条委員会の提言） 

決算が認定されるまで、情報を保管するよう、関係例規の改正をすること。 

対策９ 

公文書の定義と厳格な運用を改めて確認し、職員の研修を徹底

します。 
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 提言 10  

（百条委員会の提言） 

各種データやメールを保管するサーバーの容量を適正にすること。 

対策10 

文書管理、情報資産管理を徹底します。また、メールなどのサー

バー容量には限界があるため、補足するシステムの導入を進めます。 
 

 

 提言 11  

（第三者委員会の提言） 

担当課・関連する課による適正な監視体制を整備すること。 

対策11 

町の政策の意思決定については、庁議、政策別（プロジェクト別）

委員会を機能させるよう徹底します。 

 

 

 提言 12  

（百条委員会の提言） 

委託業務の業者選定は、その業務内容に即した選定方式を採用すること。 

対策12 

それぞれの選定方式のメリット、デメリットを認識し、適切な方

法をとることができるよう、ガイドラインを作成し、徹底します。 

 

 

 提言 13  

（百条委員会の提言） 

すべての職員は、法令や条例規則などの遵守のための研修を計画的に実施すること。 

対策13 

特別職を含む全職員に対し、法務、財務、コンプライアンス（法

令遵守）など、必要な町独自の研修を年次計画により実施します。 
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対策１～13を実行するための助言、進捗管理、検証のため 

有識者による委員会を組織します。 

 

名称   ：(仮称)国見町事務執行適正化検証委員会 

 委員の構成：弁護士・公認会計士・学識経験者(大学教授等) 

 計 3人 

 設置期間 ：令和 6年 12月～提言に対する対策が十分に効果を 

あげていると認められる時期まで(概ね 3年間)   

 


